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(57) 要約： この磁気軸受装置 （1 0 ) は、電磁石
コア （1 2 、 1 1 2 ) およびコイル （1 3 ) を含
み、磁気吸引力により回転軸部分 （2 1 ) を非接
触で支持する電磁石 （1 1 ) と、回転軸部分の位
置を検出するセンサ （1 4 、 1 1 4 ) とを備え、
センサは、電磁石コアの回転軸部分に対向する部
分に配置されている。



明 細 書

発明の名称 ：磁気軸受装置

技術分野

[0001 ] この発明は、磁気軸受装置に関 し、特に、回転軸部分の位置を検出するセ

ンサを備えた磁気軸受装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、回転軸部分の位置を検出するセンサを備えた磁気軸受装置が知 られ

ている。 このような磁気軸受装置は、たとえば、特開昭 6 2 — 2 3 3 5 1 8

号公報に開示されている。

[0003] 上記特開昭 6 2 - 2 3 3 5 8 号公報には、磁気吸引力により回転軸を半

径方向に非接触で支持する電磁石 と、回転軸 までの半径方向の距離を検出す

ることにより回転軸の位置を検出する変位センサとを備えた磁気軸受装置が

開示されている。 この磁気軸受装置では、変位センサは、電磁石に対 して軸

方向にずれた位置に配置されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開昭 6 2 - 2 3 3 5 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] しか しなが ら、上記特開昭 6 2 — 2 3 3 5 8 号公報に開示された磁気軸

受装置では、電磁石に対 して軸方向にずれた位置に変位センサが配置されて

いるため、電磁石 と回転軸 との間の半径方向の距離を正確に検出することが

困難であるという問題点がある。 このため、回転軸の磁気吸引力が働いてい

る部分 （電磁石に対向する部分）の位置を正確に検出することが困難である

という問題点がある。

[0006] この発明は、上記のような課題を解決するためになされたものであ り、 こ

の発明の 1 つの目的は、回転軸部分の磁気吸引力が働いている部分の位置を



正確 に検 出することが可能な磁気軸受装置 を提供することである。

課題を解決するための手段

[0007] 上記 目的を達成するために、 この発明の一の局面 による磁気軸受装置は、

電磁石 コアおよび コイル を含み、磁気吸引力によ り回転軸部分 を非接触で支

持する電磁石 と、回転軸部分の位置 を検 出するセ ンサ とを備 え、セ ンサは、

電磁石 コアの回転軸部分 に対向する部分 に配置 されている。

発明の効果

[0008] この発明の一の局面 による磁気軸受装置では、上記のように、電磁石 コア

の回転軸部分 に対向する部分 にセ ンサを配置する。 これによ り、回転軸部分

の磁気吸引力が働 いている部分 （電磁石 コアに対向する部分）に対向する位

置 にセ ンサを配置することがで きるので、回転軸部分の磁気吸引力が働 いて

いる部分の位置 を正確 に検 出することがで きる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図 1] 本発明の一実施形態 による磁気軸受装置のアキシャル方向に沿 った模式

的な断面図である。

[ 図2]本発明の一実施形態 による磁気軸受装置の全体構成 を示 した図である。

[ 図3] 図 2 の 1 0 0 — 1 0 0 線 に沿 った断面図である。

[ 図4] 図 2 の 2 0 0 - 2 0 0 線 に沿 った断面図である。

[ 図5]本発明の一実施形態 による電磁石 コア、セ ンサ保持部 およびセ ンサを拡

大 して示 した分解斜視図である。

[ 図6]本発明の一実施形態 による磁気軸受装置の全体構成 を示 したプロック図

である。

[ 図7] 本発明の一実施形態の変形例 による磁気軸受装置の全体構成 を示 した図

である。

発明を実施するための形態

[001 0] 以下、本発明の実施形態 を図面 に基づいて説明する。

[001 1] まず、図 1 〜図 6 を参照 して、本発明の一実施形態 による磁気軸受装置 1



0 の構成 について説明する。

[001 2] 図 1 に示すように、磁 気軸受装置 1 0 は、 回転軸 2 1 を有 するモータ 2 0

の軸線方向 （アキシャル方向 ：回転軸 2 の延び る方向）の両側 に一対設 け

られている。 これ ら一対の磁 気軸受装置 1 0 は、 それぞれ、 回転軸 2 1 に対

して半径方向 （ラジアル方向 ：回転軸 2 に直交する面 内で回転軸 2 の回

転 中心 0 (図 2 参照）か ら放射状 に延び る直線 に沿 った方向） に所定の空間

(ギ ャップ長 L 1 (図 3 参照） を有 する空隙 3 0 ) を隔てて配置 されている

。 なお、 回転軸 2 は、本発明の 「回転軸部分」の一例 である。

[001 3] また、磁 気軸受装置 1 0 は、 アキシャル方向に積層 された複数 の電磁鋼板

(図 1 、 図 3 〜図 5 参照）か らなる電磁石 コア 1 2 と、電磁石 コア 1 2 の後

述する柱状部分 1 2 b に巻回された コイル 1 3 とを含む電磁石 1 1 を備 えて

いる。 この電磁石 1 1 は、 回転軸 2 に直交する面 内で磁界 （図 2 の矢印付

きの一点鎖線参照） を発生 させ ることによって、磁 気吸引力 によ り回転軸 2

1 をラジアル方向に非接触 で支持するように構成 されている。

[0014] 図 2 に示すように、電磁石 コア 1 2 は、 回転軸 2 1 の外周面 を周状 に取 り

囲む周状部分 1 2 a と、周状部分 1 2 a の内周部 か ら回転軸 2 側 にラジア

ル方向に沿 って柱状 に延び る 4 つの柱状部分 1 2 b とを含むように構成 され

ている。周状部分 1 2 a は、 アキシャル方向に沿 って延び る筒形状 を有 して

いる。 また、 4 つの柱状部分 1 2 b は、 回転軸 2 1 の上下方向 （X 方向）お

よび左右方向 （Y 方向）の両側 に 1 つずつ設 け られている。 なお、 回転軸 2

1 を介 して上下方向に対向する一対の柱状部分 1 2 b 、 および、 回転軸 2

を介 して左右方向に対向する一対の柱状部分 1 2 b は、本発明の 「第 1 柱状

部分」および 「第 2 柱状部分」の一例 である。 このような周状部分 1 2 a と

柱状部分 1 2 b とを有 する一体の部 品 と して構成 された電磁石 コア 1 2 は、

一般 的に用い られている。

[001 5] ここで、本実施形態では、 図 2 〜図 5 に示すように、電磁石 コア 1 2 の回

転軸 2 に対向する部分 （すなわち、柱状部分 1 2 b の回転軸 2 側 の端面

) には、 セ ンサ保持部 1 5 に保持 されたセ ンサ 1 4 が配置 されている。具体



的 には、 図 2 に示 す よ うに、 4 つの柱状部分 1 2 b の各 々には、 電磁 石 コア

2 を内周側 か ら外周側 まで貫通 す る貫通 穴 1 2 c が設 け られてお り、 この

貫通 穴 1 2 c 内 に、 セ ンサ保持部 1 5 に保持 されたセ ンサ 1 4 が揷 入 されて

埋 め込 まれている。 なお、貫通 穴 1 2 c は、本発 明の 「揷 入穴」の一例 であ

る。 また、 図 3 〜図 5 に示 す よ うに、貫通 穴 1 2 c は、柱状部分 1 2 b の 内

部 の中央部近傍 において、 ラジアル方 向 に沿 つて延び るよ うに形成 されてい

る。

[001 6] セ ンサ 1 4 は、 回転軸 2 の位置 を電磁 気的 に検 出す る静 電容量式 または

イ ンダクタ ンス式のギ ャ ップセ ンサであ る。 すなわち、 セ ンサ 1 4 は、 電磁

石 コア 1 2 と回転軸 2 との間の空 間 （空隙 3 0 ) の ラジアル方 向のギ ヤ ッ

プ長 L 1 (図 3 参 照）の変化 に伴 う電磁 気的な変化 を検 出す る ことによ り、

回転軸 2 1 の位置 を検 出す るよ うに構成 されている。 なお、 図 2 〜図 5 に示

す よ うに、 セ ンサ 1 4 は、 ラジアル方 向 に沿 って延び る円柱形状 を有 す る棒

状 セ ンサであ る。

[001 7] また、 図 2 〜図 5 に示 す よ うに、 セ ンサ保持部 1 5 は、 ラジアル方 向 に沿

つて延び る円柱形状 のセ ンサ 1 4 の周 囲 （外周面） を覆 う筒状 に形成 されて

いる。具体 的 には、 セ ンサ保持部 1 5 は、 ラジアル方 向 に沿 って延び る円柱

形状 のセ ンサ 1 4 の外周面 に対応 す る内周面 を有 す る筒状 に形成 されている

。 すなわち、 図 4 に示 す よ うに、 セ ンサ保持部 1 5 は、 セ ンサ 1 4 お よびセ

ンサ保持部 1 5 が延び る方 向 （ラジアル方 向）か ら見て、 セ ンサ 1 4 の 円形

の外周部 に対応 す る円形 の内周部 を有 す る貫通 穴 1 5 a を含 んでいる。 これ

によ り、 図 2 〜図 5 に示 す よ うに、 セ ンサ 1 4 は、筒状 のセ ンサ保持部 1 5

の貫通 穴 1 5 a 内 に挿 入 され る ことによ り、 セ ンサ保持部 1 5 に周 囲 を覆 わ

れている。 なお、 セ ンサ 1 4 は、接着剤 によ り筒状 のセ ンサ保持部 1 5 の貫

通 穴 1 5 a 内 に接着 されている。

[001 8] こ こで、 セ ンサ保持部 1 5 は、 アル ミニ ウム、銅 または真鍮 な どの非磁性

の導 電体 によ り構成 されている。 これ によ り、 セ ンサ保持部 1 5 は、 コイル

1 3 か ら発生す る磁 界 （図 2 の矢印付 きの一点鎖線参照）の変動 に起 因 して



セ ンサ 1 4 に電磁 気的な影響 が与 え られ るのを抑制 するシール ド機能 を有 し

ている。 すなわち、 セ ンサ保持部 1 5 は、非磁性 の導電体 によって構成 され

ているため、 コイル 1 3 か ら発生する磁界が変動 した場合、 その磁界の変動

を打ち消すように、電磁誘導 の原理 によ りセ ンサ保持部 1 5 に渦電流が流れ

る。 そ して、 このように渦電流が流れ ることに起因 して発生する誘導磁界 に

よって、 コイル 1 3 か ら発生する磁界の変動がセ ンサ保持部 1 5 内で打ち消

され る。

[001 9] また、 図 2 〜図 5 に示すように、 セ ンサ保持部 1 5 は、 ラジアル方向に沿

つて延び る四角柱形状 の外形 を有 している。 すなわち、 セ ンサ保持部 1 5 は

、 図 4 に示すように、 セ ンサ保持部 1 5 が延び る方向 （ラジアル方向）か ら

見て、矩形状 の外周部 を有 している。 ここで、電磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2

c は、 セ ンサ保持部 1 5 および貫通穴 1 2 c が延び る方向 （ラジアル方向）

か ら見て、 セ ンサ保持部 1 5 の矩形状 の外周部 に対応する矩形状 の内周部 を

有 している。 これ によ り、 図 2 〜図 5 に示すように、 セ ンサ保持部 1 5 は、

その貫通穴 1 5 a 内にセ ンサ 1 4 を保持 した状態で、電磁石 コア 1 2 の貫通

穴 1 2 c 内に挿入 されている。 なお、 セ ンサ保持部 1 5 は、接着剤 によ り電

磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2 c 内に接着 されている。

[0020] なお、本実施形態では、 図 3 および図 5 に示すように、 セ ンサ保持部 1 5

のラジアル方向に沿 った方向の長 さ L 2 は、電磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2 c

の ラジアル方向に沿 った方向の長 さ L 3 と等 しい。 また、 セ ンサ 1 4 のラジ

アル方向に沿 った方向の長 さ L 4 は、 セ ンサ保持部 1 5 のラジアル方向に沿

つた方向の長 さ L 2 よ りも小 さい。

[0021 ] また、上記図 1 〜図 5 では図示 を省略 したが、本実施形態 による磁 気軸受

装置 1 0 は、電磁石 1 1 の磁 気吸引力 を制御 することによって回転軸 2 1 の

位置 を制御 する制御部 1 6 (図 6 参照） を備 えている。 図 6 に示すように、

制御部 1 6 は、電磁石 1 1 の コイル 1 3 と、 セ ンサ 1 4 とに接続 されている

。 そ して、制御部 1 6 は、 セ ンサ 1 4 による回転軸 2 1 の位置 （電磁石 コア

2 と回転軸 2 との間の空隙 3 0 のラジアル方向のギャップ長 L (図 3



参照））の検出結果に基づいてコィル 1 3 に流す電流を制御することにより

、電磁石 1 1 の磁気吸引力を調整 して回転軸 2 1 の位置を調整するように構

成されている。

[0022] 本実施形態では、上記のように、電磁石コア 1 2 の回転軸 2 に対向する

部分 （すなわち、柱状部分 1 2 b の回転軸 2 1側の端面）にセンサ 1 4 を配

置する。これにより、回転軸 2 1 の磁気吸引力が働いている部分 （電磁石コ

ァ 1 2 に対向する部分）に対向する位置にセンサ 1 4 を配置することができ

るので、回転軸 2 の磁気吸引力が働いている部分の位置を正確に検出する

ことができる。

[0023] また、本実施形態では、上記のように、センサ 1 4 の周囲 （外周面）を取

り囲むように覆った状態でセンサ 1 4 を保持するセンサ保持部 1 5 を設け、

センサ 1 4 を、センサ保持部 1 5 により周囲を覆った状態で柱状部分 1 2 b

に埋め込む。これにより、センサ 1 4 の周囲を覆うセンサ保持部 1 5 によつ

て、コイル 1 3 から発生する磁界 （図 2 の矢印付きの一点鎖線参照）の変動

に起因 してセンサ 1 4 に電磁気的な影響が与えられるのを抑制することがで

きるので、センサ 1 4 の検出精度を向上させることができる。

[0024] また、本実施形態では、上記のように、回転軸 2 1 の位置を電磁気的に検

出するようにセンサ 1 4 を構成 し、センサ保持部 1 5 をアルミニウム、銅ま

たは真鍮などの非磁性の導電体により形成する。これにより、非磁性の導電

体からなるセンサ保持部 1 5 によって、コイル 1 3 から発生する磁界 （図 2

の矢印付きの一点鎖線参照）の変動に起因 してセンサ 1 4 に電磁気的な影響

が与えられるのを効果的に抑制することができるので、センサ 1 4 の検出精

度を効果的に向上させることができる。

[0025] また、本実施形態では、上記のように、センサ保持部 1 5 を筒状に形成 し

、筒状のセンサ保持部 1 5 内にセンサ 1 4 を揷入することによって、センサ

保持部 1 5 によりセンサ 1 4 を保持する。これにより、センサ 1 4 を揷入可

能な筒状のセンサ保持部 1 5 によって、容易に、センサ 1 4 の周囲 （外周面

) を取り囲むように覆うことができるので、コイリレ1 3 から発生する磁界 （



図 2 の矢印付きの一点鎖線参照）の変動に起因 してセンサ 1 4 に電磁気的な

影響が与えられるのを容易に抑制することができる。

[0026] また、本実施形態では、上記のように、電磁石コア 1 2 の柱状部分 1 2 b

の内部の中央部近傍に、センサ 1 4 およびセンサ保持部 1 5 を埋め込む。こ

れにより、センサ 1 4 によって、回転軸 2 の磁気吸引力が働いている部分

(コイル 1 3 から発生する磁界 （図 2 の矢印付きの一点鎖線参照）が通過す

る回転軸 2 1 の部分）の中央部近傍の位置を検出することができるので、回

転軸 2 の磁気吸引力が働いている部分の位置をより正確に検出することが

できる。また、コイル 1 3 から発生する磁界の影響を受けにくい柱状部分 1

2 b の内部の中央部近傍にセンサ 1 4 が配置されるので、センサ 1 4 の検出

精度をより向上させることもできる。

[0027] また、本実施形態では、上記のように、センサ 1 4 およびセンサ保持部 1

5 を、共に、ラジアル方向に沿って延びるように形成 し、センサ 1 4 のラジ

アル方向に沿った方向の長さL 4 (図 3 および図 5 参照）を、センサ保持部

1 5 のラジアル方向に沿った方向の長さL 2 (図 3 および図 5 参照）よりも

小さくする。これにより、ラジアル方向に沿った方向の長さがセンサ 1 4 よ

りも大きいセンサ保持部 1 5 によって、容易に、センサ 1 4 の周囲 （外周面

) を取り囲むように覆った状態でセンサ 1 4 を保持することができる。

[0028] また、本実施形態では、上記のように、電磁石コア 1 2 の柱状部分 1 2 b

に設けた貫通穴 1 2 c にセンサ保持部 1 5 を揷入することにより、柱状部分

1 2 b にセンサ保持部 1 5 を埋め込む。これにより、容易に、電磁石コア 1

2 にセンサ保持部 1 5 およびそれに保持されたセンサ 1 4 を埋め込むことが

できる。

[0029] また、本実施形態では、上記のように、センサ保持部 1 5 を、接着剤によ

り電磁石コア 1 2 の貫通穴 1 2 c 内に接着する。これにより、接着剤によつ

て、センサ保持部 1 5 を電磁石コア 1 2 の貫通穴 1 2 c 内に強固に固定する

ことができる。

[0030] また、本実施形態では、上記のように、センサ保持部 1 5 を、回転軸 2 1



のラジアル方向に沿 って延びるように形成 し、電磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2

c を、柱状部分 1 2 b の内部 においてラジアル方向に沿 って延びるように形

成する。 これにより、容易に、電磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2 c 内にセンサ保

持部 1 5 を揷入することができる。

[0031 ] また、本実施形態では、上記のように、電磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2 c を

、 ラジアル方向に沿 って延びることによって電磁石 コア 1 2 を内周側か ら外

周側 まで貫通するように形成する。 これにより、電磁石 コア 1 2 の外周側か

ら貫通穴 1 2 c 内にセンサ保持部 1 5 を揷入することができるので、センサ

保持部 1 5 およびセンサ 1 4 を電磁石 コア 1 2 に埋め込む作業 を容易に行 う

ことができる。

[0032] また、本実施形態では、上記のように、 ラジアル方向か ら見て矩形状の外

周部 （図 4 参照）を有するようにセンサ保持部 1 5 を形成 し、センサ保持部

1 5 の矩形状の外周部 に対応する矩形状の内周部 （図 4 参照）を有するよう

に電磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2 c を形成する。 これにより、センサ保持部 1

5 の外周部の形状 と電磁石 コア 1 2 の貫通穴 1 2 c の内周部の形状 とを対応

させることによって、センサ保持部 1 5 の位置が貫通穴 1 2 c 内でずれるの

を抑制することができる。 また、電磁鋼板の打ち抜 き加工によって製造 しや

すい矩形状の内周部 を有するように貫通穴 1 2 c を形成することにより、貫

通穴 1 2 を有する電磁石 コア 1 2 を容易に製造することができる。

[0033] また、本実施形態では、上記のように、センサ 1 4 を、 ラジアル方向に沿

つて延びる棒状センサ と し、センサ保持部 1 5 を、棒状のセンサ 1 4 の外周

面に対応する内周面を有する筒状 に形成する。 これにより、筒状のセンサ保

持部 1 5 によって、容易に、棒状のセンサ 1 4 の外周面を取 り囲むように覆

うことができるので、 コイル 1 3 か ら発生する磁界 （図 2 の矢印付 きの一点

鎖線参照）の変動に起因 してセンサ 1 4 に電磁気的な影響が与え られるのを

容易に抑制することができる。

[0034] また、本実施形態では、上記のように、センサ保持部 1 5 のラジアル方向

に沿 った方向の長さ L 2 (図 3 および図 5 参照）を、電磁石 コア 1 2 の貫通



穴 1 2 c のラジアル方向に沿った方向の長さL 3 (図 3 および図 5 参照）と

等 しくする。これにより、電磁石コア 1 2 の貫通穴 1 2 c 内の空間がセンサ

保持部 1 5 によって充填されるので、貫通穴 1 2 c が設けられることにより

強度が低下 した電磁石コア 1 2 の強度をセンサ保持部 1 5 によって補強する

ことができる。

[0035] また、本実施形態では、上記のように、回転軸 2 1 の外周面を周状に取り

囲む周状部分 1 2 a と、周状部分 1 2 a から回転軸 2 側に柱状に延びる柱

状部分 1 2 b とを含むように電磁石コア 1 2 を構成 し、柱状部分 1 2 b の回

転軸 2 に対向する部分にセンサ 1 4 およびセンサ保持部 1 5 を埋め込む。

これにより、一般的に用いられている電磁石コア 1 2 (周状部分 1 2 a と柱

状部分 1 2 b を有する一体の部品として構成された電磁石コア 1 2 ) の柱状

部分 1 2 b にセンサ 1 4 を埋め込むだけで、容易に、回転軸 2 の磁気吸引

力が働いている部分の位置を正確に検出することが可能な電磁石コア 1 2 を

構成することができる。

[0036] また、本実施形態では、上記のように、柱状部分 1 2 b を周方向 （回転軸

2 1 の回転方向）に沿って4 つ設け、 4 つの柱状部分 1 2 b のうち、上下方

向 （X 方向 （図 2 参照））に対向する一対の柱状部分 1 2 b と、左右方向 （

Y 方向 （図 2 参照））に対向する一対の柱状部分 1 2 b の各々にセンサ 1 4

およびセンサ保持部 1 5 を埋め込む。これにより、回転軸 2 1 の上下方向お

よび左右方向の両側に 1 つずつ配置された合計で4 つのセンサ 1 4 によって

、回転軸 2 の位置をより正確に検出することができる。

[0037] また、本実施形態では、上記のように、コイル 1 3 およびセンサ 1 4 に接

続された制御部 1 6 を設け、制御部 1 6 を、センサ保持部 1 5 に保持された

センサ 1 4 による回転軸 2 の位置の検出結果に基づいて、コイル 1 3 に流

す電流を制御することにより、回転軸 2 の位置を制御するように構成する

。これにより、センサ保持部 1 5 に保持された状態で電磁石コア 1 2 に埋め

込まれたセンサ 1 4 により検出された回転軸 2 の磁気吸引力が働いている

部分の正確な位置に基づいて、回転軸 2 の位置を正確に制御することがで



きる。

[0038] なお、今回開示 された実施形態は、すべての点で例示であ って制限的なも

のではないと考 え られるべ きである。本発明の範囲は、上記 した実施形態の

説明ではな く特許請求の範囲によって示 され、 さ らに特許請求の範囲 と均等

の意味および範囲内でのすベての変更が含 まれる。

[0039] た とえば、上記実施形態では、電磁石 コアを内周側か ら外周側 まで貫通す

る貫通穴 （挿入穴）を電磁石 コアに設 け、 その貫通穴内にセ ンサ （セ ンサ保

持部 に保持 されたセ ンサ）を揷入することによ り、セ ンサを電磁石 コアに埋

め込む例 を示 したが、本発明はこれに限 らない。本発明では、電磁石 コアを

内周側か ら外周側 まで貫通 しない揷入穴を電磁石 コアに設 け、 その揷入穴内

にセ ンサを揷入することによ り、セ ンサを電磁石 コアに埋め込むように して

もよい。 また、本発明では、電磁石 コアに設 けた揷入穴内にセ ンサを揷入す

ること以外の手段 を用いて、セ ンサを電磁石 コアに埋め込むように してもよ

し、。た とえば、電磁石 コアに溝 を設 け、 その溝 内にセ ンサを嵌め込む ことに

よって、セ ンサを電磁石 コアに埋め込むように してもよい。

[0040] また、上記実施形態では、回転軸の位置 を電磁気的に検 出する静電容量式

またはインダクタンス式のセ ンサを用いる例 を示 したが、本発明はこれに限

らない。本発明では、光学セ ンサを用いてもよい。

[0041 ] また、上記実施形態では、図 2 に示すように、一般的に用い られている電

磁石 コア （周状部分 1 2 a と柱状部分 1 2 b とを有する一体の部品 と して構

成 された電磁石 コア 1 2 ) にセ ンサ 1 4 を埋め込む例 を示 したが、本発明は

これに限 らない。本発明では、図 7 に示 した変形例のように、略 U 字形状 を

有する 4 つのコア部分 1 1 2 0 によって構成 された電磁石 コア 1 1 2 にセ ン

サ 1 1 4 を埋め込むように してもよい。

[0042] 図 7 に示 した変形例では、電磁石 コア 1 1 2 を構成する 4 つのコア部分 1

1 2 0 は、 回転軸 2 を上下方向 （X 方向）および左右方向 （Y 方向）の両

側か ら挟み こむように配置 されている。 また、 4 つのコア部分 1 1 2 0 は、

それぞれ、周方向 （回転軸 2 の回転方向）に沿 って延びる周状部分 1 1 2



a と、周状部分 1 1 2 a の周方向の両端部から回転軸 2 1側に延びる一対の

柱状部分 1 1 2 b とを有 している。そして、一対の柱状部分 1 1 2 b の各々

に設けられた貫通穴 1 1 2 c には、センサ保持部 1 1 5 の貫通穴 1 1 5 a 内

に保持されたセンサ 1 1 4 が揷入されて埋め込まれている。なお、貫通穴 1

2 c は、本発明の 「揷入穴」の一例である。

[0043] また、図 7 に示 した変形例では、回転軸 2 1 に対 して上下方向 （X 方向）

の両側に配置されたコア部分 1 1 2 0 が有する一対の柱状部分 1 1 2 b の各

々に埋め込まれた一対のセンサ 1 1 4 による2 つの検出結果 （空隙 3 のギ

ヤップ長 L 5 および空隙 3 2 のギャップ長 L 6 ) の平均をとることにより、

回転軸 1 2 の上下方向 （X 方向）の位置が検出される。同様に、回転軸 2

に対 して左右方向 （Y 方向）の両側に配置されたコア部分 1 1 2 0 が有する

—対の柱状部分 1 1 2 b の各々に埋め込まれた一対のセンサ 1 1 4 による2

つの検出結果 （空隙 3 3 のギャップ長 L 7 および空隙 3 4 のギャップ長 L 8

) の平均をとることにより、回転軸 1 2 の左右方向 （Y 方向）の位置が検出

される。

[0044] 図 7 に示 した変形例では、上記のように、回転軸 2 1 を上下方向 （X 方向

) および左右方向 （Y 方向）の両側から挟みこむように配置 した略U字形状

を有する4 つのコア部分 1 1 2 0 によって電磁石コア 1 1 2 を構成する。こ

れにより、回転軸 2 1 を上下方向 （左右方向）の両側から挟み込む一対の略

U字形状のコア部分 1 1 2 0 によって、回転軸 2 に対 して上下方向 （左右

方向）に磁気吸引力を働かせることができるので、磁気吸引力の制御を容易

に行うことができる。

[0045] また、上記実施形態では、四角柱形状の外形を有するセンサ保持部 1 5 (

図 5 参照）を用いる例を示 したが、本発明はこれに限らない。本発明では、

四角柱形状以外の形状 （たとえば、円柱形状）の外形を有するセンサ保持部

を用いてもよい。なお、このようにセンサ保持部の外形を変化させる場合で

は、電磁石コアのセンサ保持部が挿入される挿入穴の形状も、センサ保持部

の外形に対応するように変化させるのが好ましい。



[0046] 同様に、上記実施形態では、センサ 1 4 として、円柱形状を有する棒状セ

ンサ （図 5 参照）を用いる例を示 したが、本発明はこれに限らない。本発明

では、円柱形状以外の形状 （たとえば、四角柱形状）を有する棒状センサを

用いてもよいし、棒状センサ以外のセンサ （たとえば、板状センサ）を用い

てもよい。なお、このようにセンサの外形を変化させる場合では、センサの

周囲を覆うセンサ保持部の形状も、センサの外形に対応するように変化させ

るのが好ましい。

[0047] また、上記実施形態では、センサ保持部 1 5 のラジアル方向に沿った方向

の長さL 2 (図 3 および図 5 参照）を、電磁石コア 1 2 の貫通穴 1 2 c (揷

入穴）のラジアル方向に沿った方向の長さL 3 (図 3 および図 5 参照）と等

しくする例を示 したが、本発明はこれに限らない。本発明では、センサ保持

部のラジアル方向に沿つた方向の長さを、揷入穴のラジアル方向に沿つた方

向の長さよりも小さくしてもよい。このようにセンサ保持部および揷入穴の

ラジアル方向に沿った方向の長さを設定すれば、センサ保持部が電磁石コア

からはみ出すのを抑制することができる。

[0048] また、上記実施形態では、センサ 1 4 のラジアル方向に沿った方向の長さ

L 4 (図 3 および図 5 参照）を、センサ保持部 1 5 のラジアル方向に沿った

方向の長さL 2 (図 3 および図 5 参照）よりも小さくする例を示 したが、本

発明はこれに限らない。本発明では、センサのラジアル方向に沿った方向の

長さと、センサ保持部のラジアル方向に沿った方向の長さとを等 しくしても

よい。

[0049] また、上記実施形態では、接着剤によりセンサ保持部 1 5 を電磁石コア 1

2 の貫通穴 1 2 c (挿入穴）内に接着する例を示 したが、本発明はこれに限

らない。本発明では、接着剤を用いずにセンサ保持部を揷入穴内に固定 して

もよい。たとえば、センサ保持部の外周面に雄ネジを形成するとともに、揷

入穴の内周面に雌ネジを形成 し、センサ保持部の外周面と揷入穴の内周面と

を螺合することにより、センサ保持部を揷入穴内に固定 してもよい。

[0050] 同様に、上記実施形態では、接着剤によりセンサ 1 4 を筒状のセンサ保持



部 1 5 内に接着する例 を示 したが、本発明はこれに限 らない。本発明では、

セ ンサの外周面 に雄 ネジを形成するとともに、筒状のセ ンサ保持部の内周面

に雌 ネジを形成 し、セ ンサの外周面 と筒状のセ ンサ保持部の内周面 とを螺合

することによ り、セ ンサを筒状のセ ンサ保持部 内に固定 してもよい。

[0051 ] また、上記実施形態では、 4 つの柱状部分 1 2 b の全てにセ ンサ 1 4 を埋

め込む例 を示 したが、本発明はこれに限 らない。本発明では、 4 つの柱状部

分 1 2 b の うち、上下方向 （図 2 の X 方向）に対向する一対の柱状部分 1 2

b の うちの一方 と、左右方向 （図 2 の Y 方向）に対向する一対の柱状部分 1

2 b の うちの一方 とにそれぞれ 1 つずつセ ンサ 1 4 を埋め込むように しても

よい。 このように構成すれば、上下方向に対向する一対の柱状部分 1 2 b の

うちの一方 に埋め込 まれた 1 つのセ ンサ 1 4 によ り、回転軸 2 の上下方向

の位置 を検 出することがで きるとともに、左右方向に対向する一対の柱状部

分 1 2 b の うちの一方 に埋め込 まれた 1 つのセ ンサ 1 4 によ り、回転軸 2

の左右方向の位置 を検 出することがで きる。 これによ り、 4 つの柱状部分 1

2 b の全てにセ ンサ 1 4 を埋め込 まな くても、 2 つのセ ンサ 1 4 によ り、回

転軸 2 の上下方向および左右方向の位置 を検 出することがで きるので、部

品点数 を削減することがで きる。

[0052] また、上記実施形態では、回転軸 をラジアル方向に非接触で支持するラジ

アル磁気軸受に本発明を適用 した例 を示 したが、本発明は、回転軸 をアキシ

ャル方向に非接触で支持するアキシャル磁気軸受にも適用可能である。



請求の範囲

[ 請求項 1] 電磁石 コア （1 2 、 1 1 2 ) および コイル （1 3 ) を含み、磁気吸

引力によ り回転軸部分 （2 1 ) を非接触で支持する電磁石 （1 1 ) と

前記回転軸部分の位置 を検 出するセ ンサ （1 4 、 1 1 4 ) とを備 え

前記セ ンサは、前記電磁石 コァの前記回転軸部分 に対向する部分 に

配置 されている、磁気軸受装置 （1 0 ) 。

[ 請求項2] 前記セ ンサの周囲を取 り囲むように覆 った状態で前記セ ンサを保持

するように設 け られたセ ンサ保持部 （1 5 、 1 1 5 ) をさ らに備 え、

前記セ ンサは、前記セ ンサ保持部 に周囲を覆われた状態で、前記電

磁石 コアの前記回転軸部分 に対向する部分 に埋め込 まれている、請求

項 1 に記載の磁気軸受装置。

[ 請求項3] 前記セ ンサは、前記回転軸部分の位置 を電磁気的に検 出するように

構成 されてお り、

前記セ ンサ保持部 は、非磁性の導電体 によ り形成 されている、請求

項 2 に記載の磁気軸受装置。

[ 請求項4] 前記セ ンサ保持部 は、筒状 に形成 されてお り、

前記セ ンサは、筒状の前記セ ンサ保持部 内に揷入されている、請求

項 2 に記載の磁気軸受装置。

[ 請求項 5] 前記セ ンサおよび前記セ ンサ保持部 は、前記電磁石 コアの前記回転

軸部分 に対向する部分の内部の中央部近傍 に埋め込 まれている、請求

項 2 に記載の磁気軸受装置。

[ 請求項 6] 前記セ ンサおよび前記セ ンサ保持部 は、共 に、前記回転軸部分の半

径方向に沿 つて延びるように形成 されてお り、

前記セ ンサの前記半径方向に沿 った方向の長 さは、前記セ ンサ保持

部の前記半径方向に沿 った方向の長 さ以下である、請求項 2 に記載の

磁気軸受装置。



前記セ ンサ保持部 は、前記電磁石 コァの前記回転軸部分 に対向する

部分 に設 け られた揷入穴 （1 2 c 、 c ) に揷入されることによ

り、前記電磁石 コアの前記回転軸部分 に対向する部分 に埋め込 まれて

いる、請求項 2 に記載の磁気軸受装置。

前記セ ンサ保持部 は、接着剤 によ り前記挿入穴内に接着 されている

、請求項 7 に記載の磁気軸受装置。

前記セ ンサ保持部 は、前記回転軸部分の半径方向に沿 って延びるよ

うに形成 されてお り、

前記揷入穴は、前記電磁石 コアの前記回転軸部分 に対向する部分の

内部 において前記半径方向に沿 つて延びるように形成 されている、請

求項 7 に記載の磁気軸受装置。

前記揷入穴は、前記半径方向に沿 って延びることによ り前記電磁石

コアを内周側か ら外周側 まで貫通する貫通穴 （1 2 c 、 1 1 2 c ) で

ある、請求項 9 に記載の磁気軸受装置。

前記セ ンサ保持部 は、前記半径方向に沿 って延びるとともに延びる

方向か ら見て矩形状の外周部 を有 し、

前記挿入穴は、前記セ ンサ保持部の矩形状の外周部 に対応する矩形

状の内周部 を有する、請求項 8 に記載の磁気軸受装置。

前記セ ンサは、前記半径方向に沿 って延びる棒状セ ンサ （1 4 、 1

4 ) であ り、

前記セ ンサ保持部 は、前記棒状セ ンサの外周面 に対応する内周面 を

有する筒状 に形成 されている、請求項 1 1 に記載の磁気軸受装置。

前記セ ンサ保持部の前記半径方向に沿 った方向の長 さは、前記揷入

穴の前記半径方向に沿 った方向の長 さ以下である、請求項 9 に記載の

磁気軸受装置。

前記セ ンサ保持部 は、 アル ミニウム、銅 または真鍮のいずれかによ

り筒状 に形成 されている、請求項 3 に記載の磁気軸受装置。

前記電磁石 コアは、前記回転軸部分の外周面 を周状 に取 り囲む周状



部分 （1 2 a 、 1 1 2 a ) と、前記周状部分か ら前記回転軸部分側 に

柱状 に延びる柱状部分 （1 2 b 、 b ) とを含み、

前記セ ンサおよび前記セ ンサ保持部 は、前記柱状部分の前記回転軸

部分 に対向する部分 に埋め込 まれている、請求項 2 に記載の磁気軸受

装置。

[ 請求項 16 ] 前記柱状部分は、周方向に沿 って複数設 け られてお り、

前記セ ンサおよび前記セ ンサ保持部 は、複数の前記柱状部分の うち

の互いに対向する一対の第 1 柱状部分 （1 2 b 、 b ) の少な く

とも一方 に埋め込 まれている、請求項 1 5 に記載の磁気軸受装置。

[ 請求項 17] 前記複数の柱状部分は、前記一対の第 1 柱状部分 と、前記一対の第

柱状部分が対向する方向 と直交する方向に対向する一対の第 2 柱状

部分 （1 2 b 、 b ) とを含み、

前記セ ンサおよび前記セ ンサ保持部 は、前記一対の第 1 柱状部分の

少な くとも一方 と、前記一対の第 2 柱状部分の少な くとも一方 とに埋

め込 まれている、請求項 1 6 に記載の磁気軸受装置。

[ 請求項 18] 前記電磁石 コアは、前記周状部分 と前記柱状部分 とを有する複数の

コア部分 （1 1 2 0 ) を含み、

前記セ ンサおよび前記セ ンサ保持部 は、前記複数のコア部分の各 々

の前記柱状部分の前記回転軸部分 に対向する部分 に埋め込 まれている

、請求項 1 5 に記載の磁気軸受装置。

[ 請求項 19] 前記 コイルおよび前記セ ンサに接続 された制御部 （1 6 ) をさ らに

備 え、

前記制御部 は、前記セ ンサ保持部 に保持 された前記セ ンサによる前

記回転軸部分の位置の検 出結果 に基づいて、前記 コイル に流す電流 を

制御することによ り、前記回転軸部分の位置 を制御するように構成 さ

れている、請求項 2 に記載の磁気軸受装置。
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C (続 き） . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部の箇所が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項の番号

Y JP 2010-14136 A (三菱重工業株 式会社）2010· 01. 2 1，特許請求 の範 1 8
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様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジ の続 き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 7 9 5 4 2

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。
請求項 1 1 9 に係 る発 明の共通事項は、 「電磁石 コア （1 2 、 1 1 ) お よび コイル （1

3 ) を含 み、磁気吸引力によ り回転軸部分 （2 1 ) を非接触で支持す る電磁石 （1 1 ) と、前
記回転軸部分の位置 を検 出す るセ ンサ （1 4 、 1 1 4 ) とを備 え、前記セ ンサは、前記電磁石
コアの前記回転軸部分に対向す る部分に配置 されてい る」点である。

しか しなが ら、調査 の結果、前記共通事項は、 JP 2000-257586 A (光洋精ェ株式会社）、ま
たは、 JP 2005-61578 A (株 式会社イ ワキ）に開示 されてい るか ら、新規でない ことが明 らか と
れ 八 †

結果 として、前記共通事項は先行技術 の枠 を出ないか ら、P C T 規則 1 3 . 2 の第 2 文 の意
味において、 この共通事項は特別 な技術的特徴ではない。

それ故に、請求項 1 1 9 に係 る発 明全てに共通す る事項はない。

出願人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したので、この国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったの で 、 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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